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地域の福祉ニーズをアンケート調査で量的に把握している。 1.64 1.94 -0.30 **
地域の福祉ニーズを既存の統計データの分析で量的に把握している。 1.84 1.97 -0.13 n.s.
地域の福祉ニーズを戸別訪問で質的に把握している。 1.88 1.88 0.00 n.s.
地域の福祉ニーズを住民座談会で質的に把握している。 2.18 2.24 -0.06 n.s.
職場外からコンサルテーションを受けている（行っている）。 2.18 1.97 0.21 n.s.
当事者の組織化に向けた支援を行っている。 2.30 2.33 -0.03 n.s.
当事者と近隣住民の関係をアセスメントしている。 2.41 2.44 -0.03 n.s.
担当ケースの地域の近隣住民との連絡調整に努めている。 2.42 2.52 -0.10 n.s.
新しいサービスや事業を開発するため他機関と連携し検討している。 2.42 2.52 -0.10 n.s.
個別事例への対応の際に、地域の同様なニーズの把握を行っている。 2.44 2.41 0.03 n.s.
当事者や地域住民の声を反映させたサービスの見直しを行っている。 2.45 2.48 -0.03 n.s.
地域住民が福祉課題を学習する機会を作っている。 2.55 2.67 -0.12 n.s.
職場内でサービス開発に向けた話し合いをしている。 2.55 2.42 0.13 n.s.
職場内の業務として地域のニーズ把握を行っている。 2.58 2.48 0.10 n.s.
地域住民との連絡調整を記録している。 2.58 2.55 0.03 n.s.
担当ケースの地域の自治会長との関係形成に努めている。 2.61 2.70 -0.09 n.s.
家族以外のインフォーマルな人々による支援状況をアセスメントしている。 2.62 2.62 0.00 n.s.
職場内でスーパービジョンを受けている（行っている）。 2.64 2.42 0.22 n.s.
関係機関内で地域に関する情報を共有している。 2.67 2.76 -0.09 n.s.
家族による当事者への支援の状況をアセスメントしている。 2.69 2.81 -0.12 n.s.
当事者だけでなく家族全体の生活課題をアセスメントしている。 2.69 2.66 0.03 n.s.
職場内で地域に関する情報を記録し共有している。 2.70 2.76 -0.06 n.s.
支援ネットワーク形成に必要な関係機関への働きかけを行っている。 2.70 2.67 0.03 n.s.
職場内でチームアプローチが行われている。 2.79 2.82 -0.03 n.s.
当事者の社会参加や地域での交流の状況をアセスメントしている。 2.81 2.78 0.03 n.s.
個別事例の支援のためにネットワーク会議（ケア会議）を行っている。 2.82 2.88 -0.06 n.s.
当事者の持っている強み・能力をアセスメントしている。 2.85 2.79 0.06 n.s.
地域生活支援に活用できる社会資源を把握している。 3.06 3.10 -0.04 n.s.
職場内外でスキル向上のための研修を受けている（行っている）。 3.06 2.85 0.21 *
担当ケースの地域の民生委員・児童委員との関係形成に努めている。 3.12 3.03 0.09 n.s.





















全国 500自治体を対象とした調査を 2008年 8月に
実施している。今回の調査３は、この全国調査の
プレ調査でもあり、今後はこの全国調査の結果を
踏まえて、より現場のニーズに応えるスキル習得
の研修プログラム開発を行っていく必要がある。
　ただし、限られた時間での研修プログラムで全
ての課題に応えきれるものではない。そうした限
界性も踏まえながら、今後ＣＳＷ実践を普及して
いくためには、まず各地の実践者が自分達の事例
に基づきながら研修に取り組めるような演習テキ
ストの開発が必要であると考える。
　また、日本地域福祉研究所の研修で使用してい
るワークシートは研修用として開発したものであ
り、実際の業務で活用できるシートではないこと
から、今後は研修後に現場でも活用することがで
きるアセスメントシート、プランニングシート、
モニタリングシート等の開発が求められ、それら
のＣＳＷツールの活用を意識した研修プログラム
が必要となってくる。今後は、実践現場との協働
により実践者用のＣＳＷツールの開発に臨みたい。
「ボローニャ宣言とドイツのソーシャルワーカー養
成の動向」
高　木　　　剛　（目白大学短期大学部）
１．はじめに
　欧州高等教育圏の構築を目指す「ボローニャ宣
言」により、欧州各国では新たな高等教育制度へ
の転換が進められている。ソーシャルワーカーの
養成も例外ではなく、2010年までに欧州圏内の大
学間で容易に比較でき、質が保証されたソーシャ
ルワーク教育の導入を目指して、改革が急ピッチ
で進められているところである。
　このような状況の中、日本では社会福祉士及び
介護福祉士法の改正（2007年）により、社会福祉
士の養成教育が見直されたところであるが、様々
な産業でグローバル化が進む中で、ソーシャル
ワークの分野においても、国内のみならず、国境
を越えた教育、雇用などのあり方に関心が高まっ
ている。
　筆者はこれまでも、日本の介護保険制度や介護
福祉士資格の創設などに少なからず影響を及ぼし
てきたドイツに注目し、介護、看護、ソーシャル
ワーク教育について報告１）２）３）４）５）６）してきた
が、ボローニャ宣言に基づく新たなソーシャル
ワーク教育の展開についてより具体的に整理する
ことは、日本の社会福祉士養成のあり方を展望す
るうえで有益であると思われる。
　本稿では、ボローニャ宣言とそれに伴うドイツ
のソーシャルワーカ （ーSozialarbeiter）養成（教育）
の動向について整理し、今後の日本における社会
福祉士養成の検討に資することを目的とする。
２．研究方法
　各種文献・資料およびインターネットの情報
（大学などの機関）により以下の項目について整理
した。
① ボローニャ宣言とボローニャ・プロセスについ
て（内容、参加国など）
② ドイツにおけるボローニャ・プロセスの進捗状
